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2016年熊本地震 日本医師会対応
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日 時 対 応

４月１４日（木） ２１時２６分、最初の地震が発生
直後に、横倉会長より、情報収集とＪＭＡＴ等の準備の指示

４月１５日（金） 塩崎厚生労働大臣より、横倉会長に協力要請

横倉会長より、被災者健康支援連絡協議会との情報共有と協力を
行うよう指示
日本医師会災害医療対策本部を設置
被災地へのJMAT派遣を決定（当初は熊本県医師会JMATのみ）

４月１６日（土） １時２５分、本震の発生
急遽、日医会館を開けて対応することを決定

ＪＭＡＴの派遣元を熊本県医師会から全国に拡大（「九州医師会連
合会災害時医療救護協定書」（平成２６年７月）を基本）

４月１８日（月） 平成２８年熊本地震に関する第１回目の被災者健康支援連絡協議
会を開催

４月２６日（火） 第２回目の被災者健康支援連絡協議会を開催

連休中 日医会館にてＪＭＡＴ等の地震対応業務を実施

５月１０日（火） 九州各県医師会とのＴＶ会議を開催



ＪＭＡＴ（日本医師会災害医療チーム）

役 割
①避難者に対する医療、健康管理
②避難所等の公衆衛生対策：感染症対策、避難者
の健康状態、食生活の把握と改善

③在宅患者の医療、健康管理
④派遣先地域の医療ニーズの把握と評価
⑤医療支援が行き届いていない地域（医療支援空
白地域）の把握、及び巡回診療等の実施

⑥現地の情報の収集・把握、共有
⑦被災地の医療関係者間の連絡会の設置支援
⑧患者移送
⑨再建後の被災地医療機関への引継ぎ
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ＪＭＡＴのチーム編成
チーム構成例
医師1名、看護職員2名、事務職員1名

↑

この構成例はあくまでも例。
職種・人数は、現地でのニーズなど、状
況に応じて柔軟に対応。
・歯科医師、薬剤師

・救急救命士、理学療法士、作業療法士、臨床
検査技師、介護・福祉関係者、栄養士等
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DMATとJMATの役割分担（概念図）

時間経過

DMAT

JMAT

被災地医療
の回復

医
療
支
援

撤退と引
継ぎ

撤退と引
継ぎ

発災

被災地医療の損壊

被災地医師会の奮闘

日本医師会「JMATに関する災害医療研修会」（平成24年3月10日）資料
（「ＤＭＡＴとJMATの連携」（小林國男 日本医師会「救急災害医療対策委員会」委員長（当時）

JMATの派遣終了後、医師等の
不足、医療ニーズの高まりや
医療へのアクセス困難が起き、
外部からの医療支援が必要な

場合。

JMATⅡ
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平成２８年熊本地震 JMAT派遣
熊本市 熊本県、福岡県、佐賀県、長崎県、宮崎県、鹿児島県、

沖縄県、宮城県、埼玉県、東京都、神奈川県、石川県、
愛知県

阿蘇市 熊本県、東京都、山梨県、鳥取県、岡山県、広島県

南阿蘇村 熊本県、福岡県、東京都、神奈川県、富山県

宇土市 熊本県、鹿児島県

益城町 熊本県、福岡県、佐賀県、長崎県、大分県、鹿児島県、
宮城県、福島県、東京都、神奈川県、石川県、長野県、
滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、岡山県、香川県

大津町ほか 熊本県、神奈川県、静岡県、鳥取県

今回のJMAT活動の特徴
• 東日本大震災時に比べて“JMAT”の
名前が浸透

• 災害前から、九州医師会連合会に
て相互支援協定を締結

• 熊本県医師会でも災害前からJMAT
を編成

• 兵庫県医師会、沖縄県医師会など
現地のコーディネーター役を担う
ケースあり

※他に、医師会が組織した知事チーム（長崎県、北海道、秋田県、茨城県、新潟県、山口県など）、
民医連、JRAT、日本小児科学会チームとしてのJMATあり
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４月２４日
最大派遣数７８

チーム数
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平成２８年熊本地震 JMAT派遣
（７月26日現在）

※特に後半の熊本市はＪＲＡＴである
が、実際には熊本機能病院へ集合
した後、各地へさらに派遣。

派遣チーム数
568（7月26日）



平成２８年熊本地震 JMAT派遣
（7月26日現在） 参加者数

職 種 派遣人数

医 師 ７５０

歯科医師 １７

看護職員 ６４７

薬剤師 １４４

事 務 ３１８

その他

医療関係職種
６８０

合 計 ２５５６

医 師

29%

歯科

医師

1%

看護職

員

25%

薬剤師

6%

事 務

12%

その他

医療関

係職種

27%
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※数値は延べ人数 （派：派遣中及び派遣終了、準：準備中、視察を含む）



被災者健康支援連絡協議会

• 2011年東日本大震災時に、被災者の健康
支援のため、日本医師会と全国医学部長
病院長会議とで創設。

• 日本の主要な団体で構成し、関係省庁も
参画。
2016年熊本地震

–地震発生直後から情報共有、協力を開始
– 4月18日・26日、6月20日に、３回の会合を
開催

–メーリングリストを通して、被災地のニーズ
把握や課題などの情報共有
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被災者健康支援連絡協議会

日本
医師会

日本歯科
医師会

環境省

日本
薬剤師会

日本看護
協会

日本
病院会

厚生
労働省

文部
科学省

全国医学部長
病院長会議

日本
栄養士会

大規模災害リ
ハビリテーショ
ン支援関連団
体協議会

（リハビリ・介護関
係団体で構成）

日本精神神経
科診療所協会

日本救急救
命士協会

日本
赤十字社

全日本病
院協会

日本医療
法人協会

日本精神科
病院協会

全国老人保
健施設協会

日本病院
薬剤師会

事務局長

代表
事務局長

日本の主な保健、
医療、介護関係団
体の結集。
関係省庁の参加

総務省

日本臨床
心理士会

チーム医療
推進協議会

（医療関係者
の職能団体
で構成）

日本診療放
射線技師会
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日本慢性期
医療協会


